
☞令和５年度決算内容の解説は「広報ひ

の１１月１日号」の８ページから１０ペー

ジに掲載されていますので、併せてご参

照ください。

解説は『広報　　  』に

質
疑

皆さんからの
第３回定例会では、５件の請願が新たに提出され、継続の
１件とあわせて、所管の常任委員会で審査が行われまし
た。定例会最終日の本会議の審議結果は、次のとおりです。

請
願

　請願や陳情の提出方法は、日野市議会の
ホームページにも掲載しています。詳しく
は、議会事務局へお問い合わせください。

付託先 請 願 の 件 名 結果

企
画
総
務
委
員
会

民
生
文
教

委
員
会

環
境
ま
ち
づ
く
り
委
員
会

「2024国際航空宇宙展」に、イス
ラエルの軍需企業の出展を禁止す
る意見書を、国と、日本航空宇宙
工業会に対して提出することを求
める請願

学校給食の無償化を求める請願

軟弱地盤上の辺野古基地建設の工
事の即時中止を国に求める請願

三井不動産の日野データセンター
についての請願

データセンター設置中止に関する
請願

東京都が公共交通の総合的整備に
責任を持ち対策を講じることを求
める請願

不
採
択

不
採
択

不
採
択

継
続

不
採
択

不
採
択

陳
情

請
願

広報ひの
ホームページ
QRコード

照ください。 広報ひの
ホームページ
QRコード

消防費
22億4,509万円
（3.0％）〈0% 〉

令和5年度

173

151

10

1
11

令和3年度

351

148
50
11
560

令和5年度

318

125
45
4

492

令和4年度

334

135
49
7

525

1005100ID
問財政課（☎042-51

4-8076）

1027613ID

令和５年度
決算をお知らせ

　市は、市のお金
がどのように使わ

れているかを知っ
て

いただくため、毎
年2回（5月、11月）

財政状況の公表を
行

っています。広報
今号では令和5年

度の決算状況をお
知

らせします。

　令和5年度一般
会計の決算は前年

度と比べ、歳入総
額

が0.9％増の782億
1,166万円、歳出総

額が0.5％減の743
億

2,165万円となりま
した。主な要因は

、歳入では、納税
義

務者1人当たりの税
収額の増や新築家

屋分の増により個

人市民税や固定資
産税が増加したこ

と、歳出では、新
型

コロナウイルス感
染症が5類感染症

へ移行したことに
伴

うワクチン接種事
業の縮小などによ

り減少したもので
す。

総額

特別会計・事業会
計

会計名
歳入（対前年度比

） 歳出（対前年度比
）

国民健康保険特別
会計 172億1,140万円(3

.1％⬆) 170億978万円(2.6
％⬆)

土地区画整理事業
特別会計 22億4,219万円(6.

6％⬇) 19億1,353万円(13
.1％⬇)

介護保険特別会計
160億1,465万円(3

.5％⬆) 158億4,435万円(4
.6％⬆)

後期高齢者医療特
別会計 54億4,888万円(8.

9％⬆) 54億1,662万円(9.
0％⬆)

市立病院事業会計
80億9,933万円(15

.2％⬇) 96億359万円(2.0％
⬇)

下水道事業会計
45億4,411万円(5.

6％⬇) 55億4,427万円(1.
8％⬇)

合計
535億6,056万円(0

.7％⬇) 553億3,214万円(1
.8％⬆)

市債残高の状況（令
和5年度末）

基金残高の状況（令
和5年度末）

一般会計 （　）内は構成比
、〈　〉内は対前年

度比
※各数値は四捨五

入しているため、
合計が合わない場

合があります

　市債とは、学校
の耐震化や道路整

備など、その年度
の税収だけ

では予算措置でき
ない多額の資金を

必要とする事業を
実施するた

め、国や銀行から
借り入れるお金の

ことです。

　将来世代へ過度
な負担を残さない

よう、必要最小限
の事業に対し

て、計画的な借り
入れを行うととも

に、中期的な事業
の平準化を行

っていくことで借り
入れを抑制してい

く必要があります
。

1． 未来を担う子供
たちを応援

●  子ども医療費助
成事業・高校生等

医療費助成の拡充
(無償化)

●  (仮称)子ども包
括支援センターの

建設

2． 多様な存在とし
あわせのタネを育

てあう日野

●  「個」と「個」をつ
なぐ居場所づくり

事業の実施(「ほっ
とプレイ

スうちたす」運用開
始など)

●  2030ビジョン・
SDGs未来都市推

進のためヒノタネ
プロジェ

クトの実施
●  高齢者の保健事

業と介護予防の一
体的な実施

3． 持続可能な、市
民ニーズに対応す

る公共施設マネジ
メント

●  新たな学校づく
り・社会教育施設

づくり推進計画策
定に向け

た市民参画による
検討

●  劣化状況調査お
よび評価による公

共施設マネジメン
ト事業の

推進

4． 次世代につなぐ
地球環境問題対策

●  気候市民会議の
開催

●  第4次農業振興
計画およびアクシ

ョンプランの策定

5． 信頼される組織
を目指す「シン・日

野市役所」

●  内部事務システ
ム効率化事業の実

施

●  施設型給付費等
申請クラウドシス

テムの導入

6． 安全安心で活力
あるまちづくり

●  西平山土地区画
整理事業の推進

●  黒川踏切拡幅事
業の開始

7． 未来を拓く地域
経済支援

●  キャッシュレス
決済活用物価高騰

対策の実施

●  基礎資料作成な
どによる日野駅・

豊田駅北口周辺地
区計画検

討事業の推進

8． ありがとう60年
　誠の心で　これ

からも

●  市制施行60年記
念式典・記念誌作

成

　基金とは、家計
における「預貯金

」に当たるもので
、将来的な施

設の修繕・更新な
どに備える他、年

度間の調整機能や
、予測がで

きない災害に備え
る機能を持ってい

ます。

　より安定した市
政運営のために、

計画的な基金積立
と適正な執

行管理が求められ
ています。

■一般会計　■下
水道　■病院　■

区画整理
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会計名
歳入（対前年度比

） 歳出（対前年度比
）

一般会計
782億1,166万円(0

.9％⬆) 743億2,165万円(0
.5％⬇)

特別会計
409億1,712万円(3

.4％⬆) 401億8,427万円(3
.3％⬆)

総額
1,191億2,878万円

(1.7％⬆) 1,145億592万円(0
.8％⬆)

⬆は増額
⬇は減額 令和5年度決算の

ポイント

　厳しい財政状況
を踏まえ、市は令

和2年度に財政非
常事態宣言を発出

しました。

その後、令和4年
度に日野市財政再

建計画・第6次行
財政改革大綱実施

計画を策定

し、持続可能な財
政運営を目指した

取り組みを進めて
います。

　令和5年度決算
は計画に基づいた

取り組みの実施や
税収の増収により

、基金（貯

金）の残高は増加
する一方、物価高

騰や賃金水準の上
昇により経常的な

歳出が増加

し、一部の指標数
値に悪化が見られ

ました。

　今後も人件費や
エネルギー価格な

どの高騰を背景に
、事業費のさらな

る増が見

込まれ、さらに子
ども・子育て支援

事業の充実なども
不可欠であるため

、引き続

き歳入の拡大や歳
出の抑制を進め、

財政状況の改善を
図るとともに市民

の皆さま

へのサービス向上
に努めてまいりま

す。

日野市財政再建計
画における目標達

成状況

（計画期間は令和
5～9年度）

※計画における目
標は令和9年度決

算時点での目標値
です

当初予算編成後の
財政調整基金残高

　目標　35.7億円
　→結果　16.7億

円

　（結果は令和6年
度当初予算編成後

）

経常収支比率
　目標 95.0％以下

 →結果 94.4％

公債費負担比率
　目標 8％台  →

結果 7.2％

　目標 プライマリ
ーバランス黒字 

→結果 黒字

標準財政規模に対
する人件費の割合

　28.0％以下    
→結果 28.9％

　既に実施してい
る財政再建に向け

た取り組み

・ 大規模な建設事
業の凍結・抑制（

都計道3・4・24号
線、区画整理事業

など）

・人件費など市の
内部事務経費の抑

制

・補助金など経常
的な事業の見直し

達
成

達
成

未
達
成

未
達
成

令和５年度に実施
した 主な事業

※令和6年3月31日
現在の人口187,61

7人で算出

歳出を市民1人当た
りで見ると

市民一人当たりの
負担額 39万6,135

円

民生費 20万7,067円

高齢者や障害者な
どに対する社会福

祉、

児童福祉、生活保
護のための費用

総務費 
5万925円

庁舎管理、徴税、
統計、選挙事務、

戸籍、

住民登録などに必
要な費用

衛生費 3万6,624円

ごみ処理、保健衛
生、予防接種、環

境

衛生などの費用

教育費 4万1,751円

小・中学校教育、
社会教育、市民会

館、

公民館活動、スポ
ーツ活動などの費

用

土木費 2万2,930円

道路の新設・維持
管理、公園整備、

市

営住宅の維持管理
などの費用

公債費 1万7,250円

市債（市の借り入
れたお金）の返済

のた

めの費用

消防費 1万1,966円

消防活動、災害対
策などの費用

その他 
7,622円

市議会運営、労働
、農業、商工振興

な

どのための費用

歳入
782億1,166万円
〈0.9％⬆〉

歳出
743億2,165万円
〈0.5％⬇〉

市債
15億1,663万円
（1.9%）〈13.6%⬆

〉

繰入金
32億4,221万円
（4.2%）〈482.0%

⬆〉

使用料及び手数料
13億6,206万円
（1.7%）〈0.4%⬇

〉

その他
21億1,772万円
（2.7%）〈8.7%⬆

〉

地方交付税
26億1,907万円
（3.4%）〈2.9%⬆

〉
市税
314億4,321万円
（40.2%）〈1.1%⬆

〉

繰越金
28億2,013万円
（3.6%）〈47.1%⬇

〉

交付金など
63億5,492万円
（8.1%）〈3.2%⬆

〉
都支出金
114億8,284万円
（14.7%）〈6.0%⬆

〉

国庫支出金
152億5,288万円
（19.5%）〈6.7%⬇

〉

その他
14億3,004万円
（1.9%）〈28.8%⬇

〉

公債費
32億3,639万円
（4.4%）〈2.2%⬆

〉

土木費
43億204万円
（5.8%）〈6.2%⬇

〉
民生費
388億4,923万円
（52.3%）〈8.6％⬆

〉

教育費
78億3,326万円
（10.5%）〈3.8%⬆

〉

衛生費
68億7,131万円
（9.2%）〈10.9%⬇

〉

総務費
95億5,430万円
（12.9%）〈18.1%

⬇〉

1005122ID

項目
令和5年度 令和4年度

説明

財政力指数（一般
会計）

※（ ）は単年度指数
0.914
(0.918)

0.929
(0.917)

地方自治体の財政
力を判断する理論

上の指数。3カ年
の平均値で示し、

単年度で指数が1
を下回ると財源

不足団体となり、
国から交付税が交

付される。日野市
は平成22年度より

交付団体。

経常収支比率（普
通会計） 94.2% 92.4%

財政構造の硬直度
を示すもので、数

値が高いほど新た
な住民ニーズに対

応できる余地が少
なくなる（分

母に臨時財政対策
債などの借り入れ

を含まない）。

人件費比率（普通
会計） 14.5% 15.0% 歳出総額に占める

人件費の割合を示
す指標

財
政
健
全
化
法
に
基
づ
く
指
標

実質赤字比率
－ － 一般会計と土地区

画整理事業特別会
計における赤字額

の程度を示す指標
（早期健全化基準

：11.53％）

連結実質赤字比率
－ －

上記2つの会計に
、すべての特別会

計（市立病院事業
会計・下水道事業

会計を含む）を加
えた日野市全体

としての赤字額の
程度を示す指標（

早期健全化基準：
16.53％）

実質公債費比率
-1.4% -2.4%

上記全会計および
一部事務組合など

の実質的な借金な
どの年間返済額で

、市が負担すべき
と推計される

額などの大きさを
示す指標（早期健

全化基準：25.0％
）

将来負担比率
6.4% －

将来にわたって市
が負担していかな

ければならない上
記全会計、一部事

務組合などおよび
土地開発公社

の負債の残高（借
金の残高）などの

大きさを示す指標
（早期健全化基準

：350.0％）

資金不足比率
－ －

公営企業会計（市
立病院事業会計お

よび下水道事業会
計）における資金

不足額（赤字の程
度）を示した指標

（経営健全化基準
：20.0％）

※ 財政健全化法に
基づき比率が算定

されない項目につ
いては「－」表示と

しています

財政指標からみる
財政状況

広報ひの　令和6
年11月号

広報ひの　令和6
年11月号

8

9

QRコードQRコード
1027613ID

子ども医療費助成
事業・高校生等医

療費助成の拡充(
無償化)

(仮称)子ども包括
支援センターの建

設

2． 多様な存在とし
あわせのタネを育

てあう日野

「個」と「個」をつな
ぐ居場所づくり事

業の実施(「ほっと
プレイ

2030ビジョン・SD
Gs未来都市推進

のためヒノタネプ
ロジェ

高齢者の保健事業
と介護予防の一体

的な実施

3． 持続可能な、市
民ニーズに対応す

る公共施設マネジ
メント

新たな学校づくり
・社会教育施設づ

くり推進計画策定
に向け

劣化状況調査およ
び評価による公共

施設マネジメント
事業の

4． 次世代につなぐ
地球環境問題対策

●  気候市民会議の
開催

●  第4次農業振興
計画およびアクシ

ョンプランの策定

5． 信頼される組織
を目指す「シン・日

野市役所」

●  内部事務システ
ム効率化事業の実

施

●  施設型給付費等
申請クラウドシス

テムの導入

6． 安全安心で活力
あるまちづくり

●  西平山土地区画
整理事業の推進

●  黒川踏切拡幅事
業の開始

7． 未来を拓く地域
経済支援

●  キャッシュレス
決済活用物価高騰

対策の実施

●  基礎資料作成な
どによる日野駅・

豊田駅北口周辺地
区計画検

討事業の推進

8． ありがとう60年
　誠の心で　これ

からも

●  市制施行60年記
念式典・記念誌作

成

令和5年度決算の
ポイント

　厳しい財政状況
を踏まえ、市は令

和2年度に財政非
常事態宣言を発出

しました。

その後、令和4年
度に日野市財政再

建計画・第6次行
財政改革大綱実施

計画を策定

し、持続可能な財
政運営を目指した

取り組みを進めて
います。

　令和5年度決算
は計画に基づいた

取り組みの実施や
税収の増収により

、基金（貯

金）の残高は増加
する一方、物価高

騰や賃金水準の上
昇により経常的な

歳出が増加

し、一部の指標数
値に悪化が見られ

ました。

　今後も人件費や
エネルギー価格な

どの高騰を背景に
、事業費のさらな

る増が見

込まれ、さらに子
ども・子育て支援

事業の充実なども
不可欠であるため

、引き続

き歳入の拡大や歳
出の抑制を進め、

財政状況の改善を
図るとともに市民

の皆さま

へのサービス向上
に努めてまいりま

す。

日野市財政再建計
画における目標達

成状況

（計画期間は令和
5～9年度）

※計画における目
標は令和9年度決

算時点での目標値
です

※計画における目
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標は令和9年度決

算時点での目標値
です

※計画における目
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算時点での目標値
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※計画における目
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です
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算時点での目標値
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※計画における目
標は令和9年度決

算時点での目標値
です

当初予算編成後の
財政調整基金残高

　目標　35.7億円
　→結果　16.7億

円

　（結果は令和6年
度当初予算編成後

）

経常収支比率
　目標 95.0％以下

 →結果 94.4％

公債費負担比率
　目標 8％台  →

結果 7.2％

　目標 プライマリ
ーバランス黒字 

→結果 黒字

標準財政規模に対
する人件費の割合

　28.0％以下    
→結果 28.9％

　既に実施してい
る財政再建に向け

た取り組み

・ 大規模な建設事
業の凍結・抑制（

都計道3・4・24号
線、区画整理事業

など）

・人件費など市の
内部事務経費の抑

制

・補助金など経常
的な事業の見直し

達
成

達
成

未
達
成

未
達
成

令和５年度に実施
した 主な事業

1005122ID

令和5年度 令和4年度

説明

0.914
(0.918)

0.929
(0.917)

地方自治体の財政
力を判断する理論

上の指数。3カ年
の平均値で示し、

単年度で指数が1
を下回ると財源

不足団体となり、
国から交付税が交

付される。日野市
は平成22年度より

交付団体。

普通会計） 94.2% 92.4%
財政構造の硬直度

を示すもので、数
値が高いほど新た

な住民ニーズに対
応できる余地が少

なくなる（分

母に臨時財政対策
債などの借り入れ

を含まない）。

通会計） 14.5% 15.0% 歳出総額に占める
人件費の割合を示

す指標

－ － 一般会計と土地区
画整理事業特別会

計における赤字額
の程度を示す指標

（早期健全化基準
：11.53％）

連結実質赤字比率
－ －

上記2つの会計に
、すべての特別会

計（市立病院事業
会計・下水道事業

会計を含む）を加
えた日野市全体

としての赤字額の
程度を示す指標（

早期健全化基準：
16.53％）

実質公債費比率
-1.4% -2.4%

上記全会計および
一部事務組合など

の実質的な借金な
どの年間返済額で

、市が負担すべき
と推計される

額などの大きさを
示す指標（早期健

全化基準：25.0％
）

6.4% －
将来にわたって市

が負担していかな
ければならない上

記全会計、一部事
務組合などおよび

土地開発公社

の負債の残高（借
金の残高）などの

大きさを示す指標
（早期健全化基準

：350.0％）

－ －
公営企業会計（市

立病院事業会計お
よび下水道事業会

計）における資金
不足額（赤字の程

度）を示した指標

（経営健全化基準
：20.0％）
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財政指標からみる
財政状況

広報ひの　令和6
年11月号 9

(注)金額は各欄ごとに1万円未満を四捨五入しているため、
合計が合わない場合があります。

※無会派議員の賛否表明…賛成７人・反対１人

令和５年度

決 算 額
歳入 1,317億7,222万円（前年度比 0.2％増）
歳出 1,296億5,379万円（前年度比 0.5％増）

782億1,166万円
743億2,165万円
535億6,056万円
553億3,214万円
172億1,140万円   

170億　978万円   

22億4,219万円   

19億1,353万円   

160億1,465万円   

158億4,435万円   

54億4,888万円   

54億1,662万円  

  80億9,933万円   

96億　359万円   

45億4,411万円   

55億4,427万円      

0.9％増
0.5％減
0.7％減
1.8％増 
3.1％増

2.6％増

 6.6％減

13.1％減

   3.5％増

   4.6％増

   8.9％増

   9.0％増

15.2％減

   2.0％減

   5.6％減

 　1.8％減

会　計　別

一  般  会  計

特  別  会  計

国 民 健 康 保 険

土地区画整理事業

介 護 保 険

後期高齢者医療

市 立 病 院 事 業

下 水 道 事 業

前年度比歳　　入
歳　　出

一般会計決算の認定に賛成か、
反対か  ～各会派の総括意見（要旨）

意
見

整
備
を
行
い
市
民
の
命

・
暮
ら
し
を
守
る
政
策

を
進
め
安
全
安
心
を
確

保
し
、
子
育
て
支
援
・

教
育
・
福
祉
の
展
開
を

図
り
、
一
人
ひ
と
り
が

輝
け
る
魅
力
あ
る
ま
ち

づ
く
り
を
行
っ
て
い
た

だ
き
た
い
。
先
人
が
市

と
と
も
に
積
み
上
げ
て

き
た
歴
史
や
文
化
を
、

さ
ら
に
発
展
し
、
誇
り

あ
る
市
を
築
く
よ
う
、

一
層
奮
励
努
力
を
求
め
、

令
和
５
年
度
決
算
の
認

定
の
意
見
と
し
ま
す
。

災
地
か
ら
の
情
報
や
障

害
者
団
体
の
声
に
よ
る

備
蓄
品
選
定
を
評
価
し
、

迫
り
く
る
自
然
災
害
に

対
し
て
取
り
組
む
姿
勢
、

予
算
面
、
人
員
体
制
な

ど
を
ワ
ン
ラ
ン
ク
引
き

上
げ
、
強
靭
化
を
図
る

こ
と
を
要
望
し
ま
す
。

　財
政
非
常
事
態
宣
言

下
に
お
い
て
も
、
イ
ン

フ
ラ
整
備
・
都
市
基
盤

透
明
化
さ
れ
た
組
織
と

な
る
よ
う
、
一
層
努
力

す
る
こ
と
を
求
め
ま
す
。

公
共
施
設
の
劣
化
状
況

調
査
の
結
果
を
踏
ま
え

た
学
校
施
設
の
個
別
施

策
計
画
の
着
実
な
実
行

を
求
め
ま
す
。
道
路
舗

装
補
修
計
画
策
定
作
業

を
高
く
評
価
し
、
確
実

な
実
施
の
た
め
の
予
算

確
保
を
求
め
ま
す
。
被

　令
和
５
年
度
決
算
は
、

「
命
を
守
る
政
策
」「
市

民
が
輝
く
政
策
」
に
着

目
し
質
疑
を
し
ま
し
た
。

ど
の
政
策
も
必
要
な
事

業
で
あ
り
、
税
が
適
切

に
使
わ
れ
て
い
ま
し
た
。

　歳
入
に
つ
い
て
、
安

定
的
な
歳
入
確
保
に
努

め
、
第
６
次
行
財
政
改

革
の
「
財
政
の
あ
る
べ

き
姿
」
に
向
け
、
更
な

る
推
進
を
要
望
し
ま
す
。

　歳
出
に
つ
い
て
、
内

部
統
制
に
お
け
る
不
備

は
大
変
遺
憾
で
あ
り
、

業
活
性
化
連
携
支
援
補

助
金
の
継
続
⑬
幹
線
市

道
の
改
修
⑭
空
き
家
対

策
⑮
イ
ン
ク
ル
ー
シ
ブ

遊
具
設
置
⑯
不
登
校
支

援
事
業
を
評
価
し
ま
す
。

　今
後
は
、
財
政
再
建

計
画
を
基
に
、
公
会
計

制
度
の
取
り
組
み
を
活

か
し
、
基
金
と
市
債
の

バ
ラ
ン
ス
を
し
っ
か
り

と
り
な
が
ら
、
未
来
を

見
据
え
た
慎
重
、
か
つ

大
胆
な
財
政
運
営
を
お

願
い
し
て
、
決
算
認
定

の
意
見
と
し
ま
す
。

制
限
撤
廃
⑤
中
高
生
の

居
場
所
づ
く
り
と
子
ど

も
な
ん
で
も
相
談
開
設

⑥
子
ど
も
食
堂
推
進
事

業
補
助
金
⑦
フ
ァ
ミ
リ

ー
ア
テ
ン
ダ
ン
ト
事
業

⑧
帯
状
疱
疹
ワ
ク
チ
ン

接
種
⑨
ア
ピ
ア
ラ
ン
ス

ケ
ア
支
援
補
助
金
⑩
地

域
猫
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
団

体
へ
の
支
援
⑪
気
候
市

民
会
議
立
ち
上
げ
⑫
商

森
林
環
境
譲
与
税
の
活

用
⑨
バ
ス
ベ
ン
チ
の
設

置
⑩
携
帯
ト
イ
レ
の
備

蓄
⑪
洋
式
ト
イ
レ
の
早

期
改
修
⑫
刀
剣
展
示
の

企
画
展
を
要
望
し
ま
す
。

①
ヤ
ン
グ
ケ
ア
ラ
ー
啓

発
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
②

「
ほ
っ
と
も
」
の
受
け

入
れ
増
③
高
齢
者
補
聴

器
購
入
費
助
成
④
高
校

生
等
医
療
費
助
成
所
得

　令
和
５
年
度
決
算
は
、

歳
入
は
前
年
度
比
０
・

９
％
増
、
歳
出
は
前
年

度
比
０
・
５
％
減
と
な

り
ま
し
た
。

　歳
出
に
つ
い
て
、
①

防
犯
カ
メ
ラ
の
公
園
設

置
②
自
転
車
ヘ
ル
メ
ッ

ト
着
用
の
周
知
③
マ
イ

ナ
保
険
証
の
申
請
周
知

④
選
挙
支
援
カ
ー
ド
の

周
知
⑤
個
別
避
難
計
画

作
成
、
対
象
者
拡
大
⑥

防
災
ア
プ
リ
導
入
⑦
図

書
館
と
書
店
の
連
携
事

業
⑧
ナ
ラ
枯
れ
被
害
へ

一
人
ひ
と
り
が
輝
け
る
魅
力

あ
る
ま
ち
づ
く
り
を
求
め
る

自
由
民
主
党
日
野
市
議
団

公

　明

　党

未
来
を
見
据
え
た
慎
重
か
つ

大
胆
な
財
政
運
営
を
求
め
る

予算は正しく
使われたのか？

成果をあげられたのか

　　 決算の認定とは 予算が収入・支出の見積も

りであるのに対し、決算は収入・支出の結果です。

決算の認定とは、予算がどのように使われ、いかに

成果を上げたのかを議会が市民の立場に立って審

査・判定し、適正であると認めることです。

賛 成賛 成

が
多
か
っ
た
と
も
評
価

で
き
る
た
め
、
基
金
残

高
な
ど
財
政
再
建
計
画

の
信
ぴ
ょ
う
性
に
大
き

く
影
響
し
ま
す
。
前
年

度
繰
越
金
の
妥
当
性
は
、

分
析
に
基
づ
く
詳
細
な

説
明
責
任
を
果
た
せ
る

よ
う
要
望
し
ま
す
。

　最
後
に
、
市
民
か
ら

の
信
頼
回
復
と
い
う
観

点
に
重
き
を
置
き
、
市

民
に
伝
わ
る
財
政
状
況

の
報
告
、
広
報
の
改
善

を
含
め
た
対
応
を
求
め
、

認
定
の
意
見
と
し
ま
す
。

　そ
の
現
状
に
危
機
感

を
抱
け
な
い
の
で
あ
れ

ば
、
財
政
非
常
事
態
宣

言
は
解
除
し
た
方
が
良

い
と
考
え
ま
す
。

　ま
た
、
前
年
度
繰
越

金
が
過
度
に
膨
ら
む
傾

向
が
見
受
け
ら
れ
ま
す
。

こ
れ
は
、
予
算
編
成
時

点
で
財
政
調
整
基
金
の

繰
り
入
れ
に
頼
ら
な
く

て
も
執
行
可
能
な
事
業

画
実
施
状
況
報
告
に
つ

い
て
、
市
長
自
ら
決
算

審
議
前
に
触
れ
ら
れ
る

こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
で

し
た
。
会
派
「
チ
ー
ム

み
ら
い
」
と
し
て
、
市

民
と
の
信
頼
回
復
に
向

け
た
進
捗
報
告
を
粘
り

強
く
求
め
て
き
ま
し
た
。

市
民
か
ら
の
共
感
が
得

ら
れ
て
い
な
い
と
痛
感

し
て
い
る
た
め
で
す
。

　令
和
５
年
度
は
財
政

再
建
計
画
初
年
度
で
あ

り
、「
部
単
位
に
よ
る
枠

配
当
方
式
」
に
よ
り
予

算
編
成
を
試
み
る
な
ど

工
夫
を
重
ね
、
手
続
き

上
も
適
正
な
執
行
で
あ

っ
た
と
評
価
し
ま
す
。

　し
か
し
な
が
ら
、
財

政
非
常
事
態
宣
言
を
発

出
し
、
財
政
再
建
を
市

民
に
約
束
し
た
市
の
姿

勢
と
し
て
は
、
説
明
責

任
を
果
た
す
意
識
が
低

い
と
苦
言
を
呈
し
ま
す
。

　ま
ず
、
財
政
再
建
計

チ
ー
ム
み
ら
い

市
民
か
ら
共
感
が
得
ら
れ
る

財
政
再
建
計
画
を
求
め
る

賛 成

工
事
契
約
は
不
調
、
一

者
応
札
、
契
約
変
更
と

い
っ
た
事
態
の
原
因
を

追
及
し
、
改
善
す
る
こ

と
。
③
生
活
保
護
で
は
、

ケ
ー
ス
ワ
ー
カ
ー
の
増

員
及
び
エ
ア
コ
ン
の
未

設
置
、
未
使
用
の
調
査

を
早
急
に
行
い
、
市
独

自
の
支
援
を
行
う
こ
と
。

　最
後
に
、
日
野
の
ゆ

た
か
な
お
い
し
い
学
校

給
食
を
守
る
た
め
に
、

直
営
校
は
必
ず
残
す
こ

と
を
要
望
し
、
決
算
の

意
見
と
し
ま
す
。

　決
算
審
査
で
明
ら
か

に
な
っ
た
点
に
つ
い
て

提
案
し
ま
す
。

　①
に
じ
ー
ず
や
虹
友

カ
フ
ェ
と
い
っ
た
Ｌ
Ｇ

Ｂ
Ｔ
Ｑ
の
居
場
所
支
援

は
、
受
託
者
が
多
忙
の

た
め
縮
小
さ
れ
て
い
ま

す
。
早
期
拡
充
を
目
標

に
運
営
側
の
人
材
育
成

に
向
け
た
具
体
的
な
手

立
て
を
求
め
ま
す
。
②

る
こ
と
。
ま
た
、
公
立

保
育
園
や
学
童
ク
ラ
ブ
、

公
立
図
書
館
職
員
な
ど
、

市
が
従
来
型
の
人
件
費

削
減
コ
ス
ト
カ
ッ
ト
経

済
の
延
長
線
上
で
行
政

改
革
を
推
進
し
て
お
り
、

公
共
が
社
会
全
体
の
賃

金
底
上
げ
を
け
ん
引
す

る
認
識
が
弱
い
こ
と
が
、

決
算
を
不
認
定
と
す
る

理
由
で
す
。

　令
和
５
年
度
は
新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
の
５
類
移
行
に
伴
う

医
療
支
援
の
削
減
、
物

価
高
騰
と
い
っ
た
問
題

に
よ
り
、
市
民
の
負
担

を
抑
え
た
支
援
が
求
め

ら
れ
ま
し
た
。
し
か
し
、

市
の
姿
勢
は
ど
う
で
あ

っ
た
か
。

　在
宅
ね
た
き
り
高
齢

者
等
お
む
つ
給
付
事
業

は
、
対
象
を
非
課
税
世

帯
の
み
に
せ
ず
、
国
や

都
の
支
援
を
実
現
さ
せ
、

市
独
自
の
事
業
を
続
け

日
本
共
産
党
日
野
市
議
団

日
本
共
産
党
日
野
市
議
団

市
民
負
担
を
抑
え
、
最
大
限

の
支
援
を
行
う
市
政
運
営
を

反 対

質
疑

歳 入 全 般
①市税全体の徴収率向上のための対応状
況を問う。

②放置自転車等撤去手数料とその使途を
問う。

③指定寄附金（市制施行60周年）の寄附者特典と
成果を問う。

議会費・総務費

質
疑

質
疑

農業費・商工費・土木費・消防費
①PlanTの利用状況を問う。
②特殊地下壕対策工事の進捗状況を問
う。

③道路舗装補修工事の実績を問う。
④新選組ガイドボランティアの会員数の推移と増や
すための取り組みを問う。

⑤日野駅・豊田駅北口周辺地区計画検討の背景を
問う。

衛生費・労働費
①気候市民会議の令和５年度の実績を踏
まえた今後の展開を問う。

②帯状疱疹ワクチン接種の実績を問う。
③市の労働施策の現状について問う。

④石田環境プラザの貸室利用について問う。
⑤太陽光パネル普及率の低迷要因について問う。
⑥子宮頸がん予防ワクチンの費用対効果を問う。
⑦プラスチックの資源化率について問う。

質
疑

民生費
①子ども包括支援センター「みらいく」開
設準備で検討された内容を問う。
②個別避難計画作成が進まない原因を問う。
③生活保護ケースワーカー1人あたりの受

給世帯数が過大となっている中での、受給者から
の意見を問う。
④母子生活支援施設への保護要件と現在の保護世
帯数を問う。
⑤手話講習会受講希望者が漏れなく受講できるた
めの検討はしているか。
⑥セーフティネットコールセンターの人員体制の課
題を問う。
⑦宮グラウンド工作物撤去の経緯を問う。
⑧保育所等送迎バス安全装置の設置状況を問う。
⑨ヤングケアラーパンフレットの配布実績を問う。

総 括 質 疑
①令和５年度決算の受け止めについて問
う。
②公共施設の個別施設計画における、学
校空き教室等活用の検討を問う。

③経常収支比率は、目標値内であったが、比率を安
定化させるための対策を問う。
④日野市立学校における医療的ケアの実績に関す
るガイドライン策定後の課題と検証について問う。
⑤自殺対策推進事業経費の全国的な傾向・動向、
日野市の実情について問う。
⑥令和元年度以降の流用について年度ごとの件数
と総額を問う。
⑦令和５年度の財政分野、行革分野の実績を問う。

①特定健診の受診率の減少につい
て問う。

②国民健康保険加入者の推移につ
いて問う。

③傷病手当金の支給額が減少している理由
を問う。

④税率改定を実施する理由について問う。
⑤一般会計からの繰入額の推移を問う。

①予算策定時に反対したため、決
算についても反対。（反対）

②市は市民の実態に沿った対応を
すべきである。（反対）

③予算策定時に反対の立場だったため、決
算についても反対。（反対）

④がん検診のさらなる受診率向上を求める。
（賛成）

国民健康保険特別会計

一 般 会 計

特別会計

質
疑

①令和５年度の高齢者の保健事業
と介護予防の一体的実施事業の
成果を問う。

後期高齢者医療特別会計特別会計特別会計特別会計

質
疑

①地域介護予防活動支援事業を通
じて見えてきた、日野市のフレイ
ルの状況について問う。

②ヘルパー不足によって、サービス
給付を目一杯使えないなどの声を聞くが、
人材不足の対策について問う。
③地域密着型介護予防サービスの、コロナ
禍後の給付状況について問う。
④特別養護老人ホームの待機者の状況およ
び入所の優先度の考え方・分類について
問う。

介護保険特別会計 決算を審査

※議会だよりでは、議員からの質疑、意見のみ掲載しています。決算委員会の質疑や答弁の詳細につ
いては、会議録で全文を確認できます。会議録は、図書館・市政図書室での閲覧、市議会ホームペ
ージの会議録検索システムをご利用ください。

質
疑

①若年層性的マイノリティ支援「にじーず
多摩」の開催状況を問う。
②デジタルトランスフォーメーション人材
育成研修活用状況を問う。

③工事契約入札後、契約変更となった件数及び変更
にともなう増額の金額で最も大きいものを問う。
④市職員の障害者法定雇用率の達成率を問う。
⑤ふるさと納税による市税の流出を抑制する方策を
問う。
⑥街頭防犯カメラの設置申請件数を問う。
⑦市制施行60周年記念誌の配布先や単価を問う。
⑧自転車乗車用ヘルメット購入助成の取り下げ事例
について問う。
⑨公共施設劣化状況調査の結果を問う。

質
疑

質
疑

教育費・公債費・諸支出金・予備費
①学校給食調理業務委託の現状と今後を
問う。
②設置から20年以上経過しているエアコ
ンの数を問う。

③幼児教育・保育の在り方検討委員会の成果を問う。
④新選組のふるさと歴史館の主な展示について問う。
⑤市立小中学校の始業式翌日の時間割について問う。
⑥市民プールの利用状況について問う。
⑦校内登校支援教室の役割と実績について問う。
⑧校内登校支援教室の職員配置数について問う。
⑨幼児教育におけるインクルーシブな環境整備に
ついて問う。

意
見

①西平山土地区画整理事業の進捗
状況について問う。
②昭和３６年の３・４・１５号線都市
計画決定時、文化財や神社仏閣

への配慮で地元と協議した記録の有無に
ついて問う。
③区画整理事業業務委託に関連して、財政
再建期間中の事業の進め方について問う。

①区画整理事業の総点検を行う中
で、事業の意義を再確認し、権利
者の理解を得られる計画でしっ
かり進めていただきたい。（賛成）

②長期化と財源問題は深刻な事態、また代
行買収問題は一刻も早い解決が必要、区
画整理事業を有効に仕上げるため、検証
して見直すことを求める。（反対）
③代行買収は中身の検証をして、オープンに
する必要がある。事業が遅々として進まな
い原因を精査するのは評価する。議員が
知恵を出し合っていく思いを込めて。（賛成）
④見直し自体は評価するが、過去の換地の
問題が散見されており、元副市長が関わ
ったことを検証することが大事。（反対）

区画整理事業特別会計

質
疑

特別会計

質
疑

①区画整理区域内における汚水管
布設の進捗状況について問う。
②管渠の老朽化調査について問う。
③今後の気候変動対策について問う。

下水道事業会計

質
疑

①産科医療補償制度掛金の内容を
問う。

②令和５年度に全国的に生じた薬
剤の供給不足からの影響を問う。

③分娩件数が上がらない要因を問う。
④病床利用率がコロナ禍前に戻らない要因
と課題を問う。

⑤経営強化プラン実行支援業務委託の成果
を問う。

市立病院事業会計

意
見
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